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議会広報調査特別委員会は議員の改選により、委員構成も大幅に変更となるため、表現方法の統一化を図
る上で、編集方法の周知が重要である。議会改革では特別委員会を設置し、開かれた議会運営を推し進める
方策を検討していく。

開かれた議会運営を行う。

事業の目的

①議会の活動を広く市民に周知し、市政に対する理解を得るための議会広報の発行及び調査を行う。②本庁
舎等の建設に関し、調査研究を行う。③議員定数の見直し、議会運営の在り方等について調査研究を行い、
議会改革を推進していく。事業の内容
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法定事務

事業の対象 市民・議員
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評価対象外事業
特別委員会運営事業事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
行財政改革
行財政改革の推進

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
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25年度実績9月末の実績25年度予定
事業活動の実績（活動指標）

24年度実績単位項目
特別委員会の開催
行政視察の実施
市民との意見交換会の実施
議会における報告（中間・最終報告）
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成果指標
設定しない。

0000

議会広報調査特別委員会では行政視察を行い、次回からの議会だよりにその結果を反映させるよう検討
を行っている。議会改革特別委員会では、７回の委員会を開催し、傍聴者への資料提供について検討し、
その結果、議案書等の閲覧、提供できる資料を増やすことを決定し、平成２６年３月定例会から実施した。
今後、傍聴者の増につなげたいと考えている。また、常任・特別委員会の傍聴、協議会の傍聴についても
検討し、原則公開していくことを決定し、関係例規の整備を行った。庁舎等建設特別委員会では、５回の
委員会を開催し、本庁舎改築工事業務について検討を行った。今後は、図書館・文化ホール建設につい
て検討していく予定である。

自己評価
4目的の妥当性

市民ニーズへの対応 4

成果指標

指標設定の
考え方

調査研究を行う事業であり、指標は設定しない。

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度
0000

受益者負担の適正 3

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

B

B

B
手段の最適性 4

コスト効率 3

成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

市の関与の妥当性 3
事業の効果 3

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 3

有効性
事業の効果 3

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 4

課題認識

議会運営事業で述べたように議会改革特別委員会の役割は、果たしていると思う。今後は、特別委員会
で協議される政務活動費の使途や行政視察での成果の活用方法などを、いかに実践していくか、議員の
自覚と裁量が問われることになる。庁舎等建設特別委員会では、図書館・文化ホール設計業務に反映さ
せるためのワークショップに積極的に参加し、愛着のもてる施設となるよう市民とともに提案していく必要
がある。

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

コスト効率 3
受益者負担の適正 3

B

二次評価
二次評価

（所属部長）
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行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

現状のまま継続する。


